
（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

 流動資産 7,900,521  流動負債 2,883,282

現 金 及 び 預 金 2,152,656 買 掛 金 1,911,772

売 掛 金 2,913,556 未 払 金 934,867

製 品 245,022 預 り 金 18,176

仕 掛 品 14,196 賞 与 引 当 金 18,466

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 497,338

そ の 他 2,077,750

 固定資産 3,695,001  固定負債 16,081

有形固定資産 3,114,937 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,816

建 物 470,443 長 期 賞 与 引 当 金 6,264

構 築 物 20,449 2,899,364

機 械 及 び 装 置 589,118

車 両 運 搬 具 5,440  株主資本 8,697,516

工 具 器 具 及 び 備 品 48,212 資　本　金 50,000

土 地 896,272 利益剰余金 8,647,516

建 設 仮 勘 定 1,085,000 利 益 準 備 金 12,500

無形固定資産 22,838 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,635,016

ソ フ ト ウ ェ ア 19,752 別 途 積 立 金 5,000,000

電 話 加 入 権 1,336 研 究 開 発 積 立 金 3,430,000

水 道 施 設 利 用 権 1,749 繰 越 利 益 剰 余 金 205,015

投資その他の資産 557,225

投 資 有 価 証 券 7,850

繰 延 税 金 資 産 519,625  評価・換算差額等 △ 1,357

差 入 保 証 金 3,001 その他有価証券評価差額金 △ 1,357

そ の 他 26,748 8,696,158

11,595,522 11,595,522
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貸   借   対   照   表
（2022年12月31日　現在）

貸借対照表・損益計算書

純　　資　　産　　合　　計

資　　産　　合　　計 負　債　・　純　資　産　合　計

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 科　　　目

負   債   合   計

純　　資　　産　　の　　部



9,557,683

5,592,589

3,965,094

3,837,800

127,293

1,071

受取賃貸料 37,002

5,553 43,626

為替差損 19,090

0 19,090

151,829

39 39

0 0

税引前当期純利益 151,869

法人税、住民税及び事業税 △ 109,528

法人税等調整額 90,539 △ 18,989

当期純利益 170,859

特別損失

固定資産廃棄損

その他

営業外費用

その他

経常利益

特別利益

固定資産売却益

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息及び配当金

損 益 計 算 書

（自2022年1月1日　至2022年12月31日）

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売上高



記載事項は千円未満を切り捨てて表示しております。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの： 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等： 移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
A)商品、製品、仕掛品、原材料： 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ

の方法により算定）
B)貯蔵品:                     先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ

の方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　　　3～38年
機械及び装置　　　　　　　1～13年　　
工具器具及び備品　　　　2～15年 

② 無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
(研究開発用のものは3年、その他のものは5年）に基づく定額法によっております。

（３）引当金の計上基準
① 賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。
② 退職給付引当金      　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により、按分した額を費用処理しております。数理計算上
の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により、按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしております。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務を充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する

企業の主要な事業における主な履行義務の内容及びその充足する通常の時点については、「６.収益認識に関する注記」に記載しております。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 連結納税制度の適用

当社は、親会社である大塚ホールディングス株式会社を連結親法人とした連結納税制度を適用しております。
なお、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計適用に関する取扱い」(実務対応
報告第39号 2020年３月31日)を適用し、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）成立前
の税法に基づいて繰延税金資産及び繰延税金負債の額を算定しております。
また、翌事業年度の期首から「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号　2021年8月12日）を適用する予定としております。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

２．1株当たり情報に関する注記
(１) 1株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 8,696.15円
(２) 1株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　170.85円
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